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背 景 

トランス コンデンサ 安定器 

 
１．PCB廃棄物処理基本計画の閣議決定 （第6条） 
      政府一丸となって取り組むため、PCB廃棄物処理基本計画を閣議決定により定める。 
 

２．高濃度PCB廃棄物の処分の義務付け （第10条、第12条、第18条、第20条及び第33条） 
   保管事業者に、計画的処理完了期限より前の処分を義務付け、義務違反に対しては改善命令ができることとする。命令違反には罰則を科す。

（使用中の高濃度PCB使用製品についても、所有事業者に、計画的処理完了期限より前に廃棄することを義務付け。電気事業法の電気工
作物に該当する高濃度PCB使用製品については、同法により措置。） 

 

３．報告徴収・立入検査権限の強化 （第24条及び第25条） 
   PCB特措法に基づく届出がなされていない高濃度PCB廃棄物等について、都道府県等による事業者への報告徴収や立入検査の権限を強化

する。 
 

４．高濃度PCB廃棄物の処分に係る代執行  （第13条） 
保管事業者が不明等の場合に、都道府県等は高濃度PCB廃棄物の処分に係る代執行を行うことができることとする。 

法律の概要 

※改正法の施行期日 公布の日（平成28年５月２日）から3か月以内で政令で定める日 （附則第1条） 

 PCB（難分解性で慢性毒性を有する化学物質）は、カネミ油症事件（昭和43年）を契機にその毒性が社会問題化し、昭和47年以降
製造中止。その後、民間主導で全国39カ所にて処理施設の設置が試みられたが、いずれも住民同意が得られず、30年間以上、処理されず。 

 平成13年、PCB特措法を制定し、国が中心となって、立地地域の関係者の理解と協力
の下、JESCO（中間貯蔵・環境安全事業株式会社）の全国5か所の事業所に処理施
設を整備し、高濃度PCB廃棄物の処理を実施。 

 事業所ごとの計画的処理完了期限は、地元との約束で、最短で平成30年度末。しかし、
処分委託しない事業者や使用中のPCB使用製品も存在し、その達成が危ぶまれる状況。 
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ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律の概要 



→ 報告徴収・立入検査権限の強化 
（第24条・第25条） 
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期限内の処理完了に向けて必要なステップと主な改正事項 

• PCB廃棄物処理基本計画の期限の達成のためには、期限内に、以下のフロー図の各項目を
全て満たすことが必要。 

• 高濃度PCB廃棄物の現在の処理の進捗状況を踏まえれば、相当アクセルを踏まなければ 
処理期限内に処理を終えることは困難な状況。 
→政府一丸となって取り組むため、PCB廃棄物処理基本計画を閣議決定 （第6条） 

① 高濃度PCB廃棄物及び使用
中の高濃度PCB使用製品の 
掘り起こし調査が完了し、全て
把握されること 

② 使用中の高濃度PCB使用製
品が全て使用を終了すること 

③ 届出がなされた全ての高濃度PCB廃棄物について、JESCOへの 
処分委託が行われること、その後速やかに当該PCB廃棄物が
JESCOに搬入され、適正に処理されること 

→ 使用中の高濃度PCB使用製品の 
  廃棄の義務付け （第18条） 

→ 計画的処理完了期限前の高濃度PCB廃棄物の処分の義務付け（第10条） 
   義務違反者に対する改善命令 （第12条） 
   高濃度PCB廃棄物の処分に係る代執行 （第13条） 
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低濃度PCB廃棄物の処理の推進状況 
事業者名 設置場所 

 財団法人愛媛県廃棄物処理センター 愛媛県 
 光和精鉱株式会社 北九州市 
 株式会社クレハ環境 いわき市 
 東京臨海リサイクルパワー株式会社 東京都 
 エコシステム秋田株式会社 秋田県 
 神戸環境クリエート株式会社 神戸市 
 株式会社富山環境整備 富山市 
 株式会社富士クリーン 香川県 
 関電ジオレ株式会社 尼崎市 
 三光株式会社 鳥取県 
 杉田建材株式会社 千葉県 
 ＪＦＥ環境株式会社 横浜市 
 群桐エコロ株式会社 群馬県 
 環境開発株式会社 金沢市 
 オオノ開発株式会社 愛媛県 
 JX金属苫小牧ケミカル株式会社 北海道 
 株式会社かんでんエンジニアリング 神戸市 他 
 株式会社ＧＥ 堺市 
 ユナイテッド計画株式会社 秋田市 
 エコシステム小坂株式会社 秋田県 
 中部環境ソリューション合同会社 愛知県 
 株式会社神鋼環境ソリューション 神戸市 
 北電テクノサービス株式会社 富山県、福井県 
 ゼロ・ジャパン株式会社 愛知県 
 三池製錬株式会社 福岡県大牟田市 
 中国電機製造株式会社 岡山県倉敷市 
 日本シーガテック株式会社 京都府福知山市 
 赤城鉱油株式会社 群馬県みどり市 
 東芝環境ソリューション 神奈川県川崎市 
 株式会社太洋サービス 静岡県浜松市 

 低濃度PCB廃棄物については、JESCO
ではなく、民間事業者（環境大臣認定
の無害化処理事業者、又は都道府県 
許可の特別管理産業廃棄物処理業
者）により処理されているところ。 
 

 低濃度PCB廃棄物は、PCB特措法の 
制定以降に問題が発覚したため、 
• 使用の実態が十分把握できておらず、 
• 処理体制が整備の途上にあり、まず
はその充実・多様化を図ることが重要。 

このため、まずは、低濃度PCB使用製品
の使用実態の把握を十分に行うとともに、
低濃度PCB廃棄物の処理体制の充実・
多様化を進めることが重要。 

 
 無害化処理認定業者は30業者（平成

28年３月現在）に達し、今後も増加見
込み。 
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（参考）残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約の概要 

世界的に、一部のPCB使用地域から、全く使用していない地域
（北極圏等）への汚染の拡大が報告されたこと等を背景として、
国際的な規制の取組が始まり、残留性有機汚染物質に関する 
ストックホルム条約（PoPs条約）が平成16年5月に発効した。 

この条約では、PCBに関し、平成37年までの使用の全廃、平成
40年までの適正な処分を求めており、我が国は平成14年8月に
この条約を締結している。 

（参考） 
1. PoPs (Persistent Organic Pollutants: 残留性有機汚染物質）とは 

① 環境中で分解しにくい（難分解性） 
② 食物連鎖などで生物の体内に濃縮しやすい（高蓄積性） 
③ 長距離を移動して、極地などに蓄積しやすい（長距離移動性） 
④ 人の健康や生態系に対し有害性がある（毒性） 

 のような性質を持つ化学物質。 
 
2. ストックホルム条約の目的 
 リオ宣言第15原則に掲げられた予防的アプローチに留意し、残留性有機汚染物質から、人の健康の保護 
及び環境の保全を図る。 









○ 前文に水俣病の教訓について記述。 
○ 水銀鉱山からの一次産出、水銀の輸出入、小規模金採掘等を規制。 
○ 水銀添加製品（蛍光管、体温計、血圧計等） の製造・輸出入、水銀を使用する製造工程（塩素
アルカリ工業等）を規制（年限を決めて廃止等）。 

○ 大気・水・土壌への排出について、利用可能な最良の技術/環境のための最良の慣行（BAT/BEP）
等を基に排出削減対策を推進。 
 大気への排出については、石炭火力発電所、非鉄金属鉱業等を対象として規制。 

○ 水銀廃棄物について既存条約（バーゼル条約）と整合性を取りつつ適正処分を推進。 
○ 途上国の能力開発、設備投資等を支援する資金メカニズムの創設。 

条文の概要 

○ 条約は、50カ国が締結してから90日後に発効。平成28年７月15日現在28ヶ国が締結。 
○ 我が国では、条約の国内担保措置を講ずる「水銀による環境の汚染の防止に関する法律」及び「大気
汚染防止法の一部を改正する法律」が平成27年の通常国会で成立。廃棄物処理法施行令等の改正も
含む国内の担保措置を平成27年中に整備し、平成28年2月に条約を締結。 

○ 条約の早期発効及び効果的な実施のため、途上国支援を強化する。 

条約締結・発効に向けた取組 

水銀に関する水俣条約の概要 
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水俣条約を踏まえた国内対策の議論 

環境大臣から中央環境審議会に対する諮問 
（平成26年３月17日） 

水銀に関する水俣条約を踏まえた今後の水銀対策について 

 環境保健部会：水銀に関する水俣条約対応検討小委員会（産業構造審
議会製造産業分科会化学物質政策小委員会制度構築WGと合同開催） 

→ 既存法令等で担保されない条約規定事項等を措置するための新法の制定
を答申 

 大気・騒音振動部会：水銀大気排出対策小委員会 
→ 条約に基づく排出規制等を措置するため大気汚染防止法の改正を答申 
 循環型社会部会：水銀廃棄物適正処理検討専門委員会 
→ 条約に基づく水銀廃棄物管理等を措置するため廃棄物処理法下位法令に

基づく措置を答申 
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平成27年12月21日 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則 
特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物の処分又は再生の方法として環境
大臣が定める方法（194号告示）の一部を改正する告示等の公布 

平成25年10月  「水銀に関する水俣条約」の採択 

平成27年2月 中央環境審議会「水銀に関する水俣条約を踏まえた 
                       今後の水銀廃棄物対策について（答申）」 

金属水銀及び水銀含有物を廃棄物として処分する際の
環境上適正な処理方法等を取りまとめ 

水銀廃棄物については環境上適正な方法で管理すること 

平成27年11月11日 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を 
              改正する政令の公布 

平成27年9月14日～10月13日 
         「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正  
          する政令案」等に対するパブリックコメント実施 

廃棄物処理法施行令・施行規則等の改正（経緯） 
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○ 廃金属水銀等 
• 金属水銀はこれまで有価物として取り扱われており、廃棄物処理法において 
特別な規定はされていない。 

• 今後、条約による水銀の使用の制限に伴い、廃棄物として取り扱う可能性が
想定される。 
 

 廃水銀等を特別管理廃棄物へ指定 
 収集運搬基準の追加 

• 運搬容器に収納 
• 容器は密閉・収納できること、損傷しにくいこと 

 保管基準の追加 
• 容器に密閉、高温にさらされないような措置、腐食防止 

 処分方法（平成29年10月１日より施行） 
• 精製・硫化・固型化しても、溶出試験の結果、判定基準（0.005mg/L）
を満たさない場合、遮断型処分場に処分 

• 精製、硫化、固型化し、判定基準以下の場合は、追加措置を講じた管理型
処分場で処分可能 

廃棄物処理法施行令・施行規則等の改正（廃金属水銀等） 

（平成28年４月１日 
       より施行） 
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辰砂（しんしゃ）〔HgS（硫化水銀）〕 

名前の由来は、中国の辰州で産出したことによる。 
辰砂は空気中で加熱すると水銀単体が遊離する。 
辰砂は赤色で、赤の顔料の原料として古くから利用されてきた。 
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○ 水銀汚染物 
• 現状では、水銀を高濃度に含む汚染物からは水銀回収が行われており、低濃
度の汚染物は廃棄物処理法に基づき埋立処分されている。 

• 今後、条約により水銀回収のインセンティブが減り、水銀を高濃度に含む汚染物
が埋立処分される可能性があるため、環境保全上支障がないよう基準の強化
が必要。 

 ・ 水銀又は水銀化合物を一定程度含む ばいじん、燃え殻、汚泥、廃酸、廃アルカリ  
  又は鉱さいを 「水銀含有ばいじん等」として指定 
 ・ 産業廃棄物収集運搬業、産業廃棄物処分業、産業廃棄物処理施設の許可に 
  おいてその取扱いを明らかにするとともに委託契約書及びマニフェストへの記載を義務 
  づけ 
 ・ 高濃度の水銀汚染物について、水銀回収を義務づけ 
                             （平成29年10月１日より施行） 

   （廃棄物データシート（Waste Data Sheet）への記載も求める予定） 

廃棄物処理法施行令・施行規則等の改正（水銀汚染物） 
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・ 水銀使用廃製品（産業廃棄物）については、水銀汚染物と同様に、「水銀使用 
 製品産業廃棄物」として指定（マニフェストへの明示等） 
  ・ 収集運搬時 

 ・ 他の廃棄物との混合禁止、破砕することがないような方法により行う 
  ・ 中間処理時 

 ・ 選別、破砕、切断時の大気への飛散防止 
 ・ 金属水銀を含有する計測機器は水銀回収 

  ・ 最終処分時 
 ・ 安定型処分場への埋立禁止の明確化 
                          （平成29年10月１日より施行） 

  （廃棄物データシート（Waste Data Sheet）への記載も求める予定） 

○ 水銀使用製品廃棄物（産業廃棄物） 
• 産業廃棄物は、主に水銀回収等が行われているが、直接、埋立処分されてい
るものもある。 

• 今後も引き続き水銀回収を促進するとともに、水銀使用廃製品がより環境上
適正に取り扱われるよう基準の強化等が必要。 

廃棄物処理法施行令・施行規則等の改正（水銀使用製品廃棄物） 
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第２段施行に向けて 
 
改正施行令のうち平成29年10月１日より施行する措置の詳細に
ついて検討中。 
 
  【主な検討事項】 
    ・廃水銀等の処分方法 

    ・水銀使用製品産業廃棄物 
       対象範囲・回収義務付け対象 

    ・水銀含有ばいじん等 
       対象範囲、回収義務付け対象 

廃棄物処理法施行令・施行規則等の改正 
（現在の検討事項） 
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   一般廃棄物（家庭から排出される電池、蛍光管等）は ①メーカーによる 
   自主回収や、②市町村等が収集し、水銀回収又は埋立処分が行われている。 
    環境上より適正な管理を確保するため、次の内容を検討 
    （現在約7割の市町村で分別回収が実施） 

 全都清ルート等の既存の水銀回収スキームを活用した適正な回収の促進 
 先進的都市の事例の紹介等による、市町村の分別回収の徹底・拡大  
 水銀が飛散しやすい蛍光管や体温計等の回収時における留意点を明確化 

 
→ 「市町村等における水銀使用廃製品の回収事例集」、 
   「家庭から排出される水銀使用廃製品の分別回収ガイドライン」   
   を平成27年12月に策定 
 

家庭から排出される水銀使用廃製品への取組 
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(１)廃棄物の適正処理の更なる推進 
  累次に渡る廃棄物処理法の改正により、不適正処理対策の充実が図られてき 
 たところであるが、引き続き不適正処理事案が発生していることを踏まえ、廃棄物 
 の適正処理の更なる推進のために必要な対応について検討が必要。 
 ○ 廃棄物の不適正な取扱いの未然防止策の強化 
  ・ 産業廃棄物の処理状況の透明性の向上 
  ・ 電子マニフェストの一層の普及拡大 
  ・ 排出事業者責任の徹底 
 ○ 廃棄物の不適正な取扱いに対する対応の強化 
  ・ 廃棄物処理業許可を取り消された者に係る廃棄物の適正処理の確保のた 
   めに必要な措置の検討 
 ○ 廃棄物処理における有害物質管理の在り方 
  ・ WDS発行の基準化を検討 
  ・ 特別管理産業廃棄物の指定対象の見直しの検討 

今般の制度見直しにおいて検討すべき主な論点-１- 
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(２)健全な資源循環の推進 
  Ｇ７富山環境大臣会合において資源効率性の向上が国際合意されるなど、 
 国内外の資源循環・３Ｒを更に推進することが求められており、その際には、適 
 正かつ健全な形で資源循環が行われることが重要。また、優良な循環産業を  
 更に育成していくことも重要であり、こうした課題への対応について検討が必要。 
 ○ 廃棄物等の越境移動の適正化に向けた取組 
  ・ バーゼル法との「すきま」の解消、バーゼル法との二重手続の改善 
 ○ 優良な循環産業の更なる育成 
  ・ 優良産業廃棄物処理業者認定制度の見直し 
  ・ 廃棄物処理業者の取引条件の改善 
 ○ 廃棄物等の健全な再生利用・排出抑制等の推進に向けた取組 
 
(３)その他 
 ○ 廃棄物処理分野における地球温暖化対策の強化 
 ○ 廃棄物処理法に基づく各種規制措置等の見直し   等 

今般の制度見直しにおいて検討すべき主な論点-２- 
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  ４．１ 本事案の課題 
（食品リサイクル法・廃棄物処理法関係） 
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○ 本事案では、ダイコー㈱の本社工場が、食品リサイクル法の登録を
受けた事業場であるにもかかわらず、食品関連事業者からリサイクル
（堆肥化）を委託された廃棄食品をダイコー(株)が不正に転売して
いた事実を国として把握できなかった。 

 
○ 今後、食品リサイクル法上の国の登録を受けた事業者がこうした事
案を引き起こさないよう、食品リサイクル法の登録再生利用事業者に
対する、国による指導監督の在り方の改善が課題。 

食品リサイクル法に係る本事案における主な課題 
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46 

廃棄物処理法上の義務 本事案で指摘されている 
主な課題 

産業廃棄物 
  処理業者 

・廃棄物の処理を受託した後、その処理が終
了した場合には、その旨を記載したマニフェスト
について、排出事業者への送付が必要。 

・産業廃棄物処理業者により、
マニフェストの虚偽報告が行わ
れていた疑い。 
・食品廃棄物を堆肥化すると
の委託契約に反して、受託し
た廃棄物を食品として転売し
た疑い。 

排出事業者 ・他人にその廃棄物の処理委託をするときは、委託
基準（※）に沿った契約の締結が必要。 
※廃棄物処理法において、許可業者への委託や契約書に記載すべき
項目等を、委託基準として規定しており、当該基準違反は罰則。 
 

・委託した廃棄物の引渡し時には、産業廃棄物管
理票（マニフェスト）の交付が必要。また、処理終
了後、送付を受けたマニフェストの確認が必要。 
・現地確認等による処理状況の確認に係る努力義
務。 

・本事案では、排出事業者が食
品として転売できる状態で処理
委託した結果、市場に流通。 
・本事案では、マニフェストによる
最終処理の確認や廃棄物処理
場への年1 回の立ち入り確認等
を行っていた排出事業者もいた
が、本事案が発生。 

※詳細な事実関係については、現在、関係自治体や警察において調査中。 

廃棄物処理法に係る本事案における主な課題 



 ４．２ 電子マニフェストの機能強化 
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○ 産業廃棄物管理票（マニフェスト）制度は、排出事業者が自ら排出した産業廃棄物
について、排出から最終処分までの流れを一貫して把握・管理し、排出事業者としての 
処理責任を果たすための制度。 

 

○ 本事案において、排出事業者において、マニフェストによる最終処理の確認等を行って
いたが、本事案が発生。 

 

○ 電子マニフェストについて、その普及を図りつつ、システムによる廃棄物処理フローの管理
を行うことで、不正防止のための活用方策とするため、ITの活用により、例えば委託量と 
処分量が一致しないなど、記載内容に不自然な点があった場合に、電子マニフェストの 
情報処理センターにおいて不正を検知できる情報処理システムの導入等を検討する。 

 

○ また、排出事業者において、委託契約に沿った産業廃棄物の適正な処理が行われた
かどうかについて、マニフェストにより具体的に把握するため、例えば、廃棄物処理業者が 
実際行った処分方法を記載事項に追加する等、必要な措置を検討。 

電子マニフェストによる 
不正防止のためのシステムの導入の検討 
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 ４．３ 廃棄物処理業者に係る対策 
      (1)監視体制の強化 
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○ 動植物性残さを取り扱う産業廃棄物処理業者に対して、再発
防止に向けて、一定頻度の抜き打ちの立入検査など、監視強化の
取組を関係自治体に改めて通知。 

 
○ 都道府県向けに、食品廃棄物の不正転売に係る立入検査マ
ニュアルの策定。（動植物性残さの処理実態等を踏まえ、立入時
のチェックポイント等を記載。） 

都道府県による事業者に対する監視体制の強化 
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 ４．３ 廃棄物処理業者に係る対策 
      (2)適正処理の強化と人材育成 
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 ４．４ 排出事業者に係る対策 
      食品廃棄物の転売防止対策の強化 
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○ 廃棄物処理法において、排出事業者には事業活動に伴って生じた廃棄物を自ら適正に処理
する責任がある（＝排出事業者責任）。具体的には、産業廃棄物の適正な処理を確保する
ため、廃棄物の処分委託をする際には、委託基準に沿った適正な契約の締結や、マニフェストの
交付や処理終了後に送付を受けたマニフェストの確認、廃棄物の処理状況の確認に努める等、
必要な措置を講ずることとされている。 

 
○ 今回の事案においては、大量の廃棄食品が保管された状況であり、また処理施設の稼働実態
があまりなかったと考えられる状況等があったことを踏まえ、排出事業者責任に基づく必要な措置
について、改めて周知徹底する必要がある。このため、チェックリストを作成し、当該措置の適正な
実施について、都道府県等に通知し、関係事業者への指導に当たり、その活用を推進する。  

 
○ 具体的には、排出事業者を対象として廃棄物処理法令で規定されている、現地確認等による
処理状況の確実な把握、マニフェストにおける最終処分の十分な確認や、処理委託時に適正な
処理を行うために必要となる費用が処理料金において確保されているか、排出事業者においても
確認した上で、適正な料金で委託する等の措置について、チェックリストを作成し、その適正な実
施を要請。また、併せて、廃棄物の排出抑制に係る措置についても求めることとする。 

廃棄物処理法に基づく排出事業者責任の徹底（１） 
―チェックリストの作成と要請― 
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＜参照条文＞ 
◎廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）（抄） 
第12条 
７ 事業者は、前二項の規定によりその産業廃棄物の運搬又は処分を委託する場合には、
当該産業廃棄物の処理の状況に関する確認を行い、当該産業廃棄物について発生か
ら最終処分が終了するまでの一連の処理の行程における処理が適正に行われるために
必要な措置を講ずるように努めなければならない。  

第12条の２ 
７ 事業者は、前二項の規定によりその特別管理産業廃棄物の運搬又は処分を委託する
場合には、当該特別管理産業廃棄物の処理の状況に関する確認を行い、当該特別
管理産業廃棄物について発生から最終処分が終了するまでの一連の処理の行程にお
ける処理が適正に行われるために必要な措置を講ずるように努めなければならない。  

※ 施行通知において、「事業者が委託先において産業廃棄物の処理が適正に行われていることを確
認する方法としては、まず、当該処理を委託した産業廃棄物処理業者又は特別管理産業廃棄物
処理業者の事業の用に供する施設を実地に確認する方法が考えられること」と記載されている。 

廃棄物処理法に基づく排出事業者責任の徹底（２） 
―チェックリストの作成と要請― 
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○ 排出事業者に対して、食品ロスの削減を要請するとともに、やむ
を得ず食品を廃棄する場合には、そのまま商品として使えないように
するなどの適切な措置を講じるよう要請。（併せて、廃棄食品の
処理について適正な料金で委託することも改めて要請）。 

 
○ ただし、その場合、廃棄方法がリサイクルの阻害とならないよう、
要請の内容を検討。 

食品廃棄物の転売防止のための排出事業者への要請 
（農林水産省と共同） 
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○ 本事案及び食品リサイクル法における判断基準省令の策定を 
受けて、排出時、廃棄物引渡し時、処理委託後等の各段階に 
おいて、食品廃棄物の不正な転売を防止するための対策をとる 
ため、関係事業者の実態調査等を踏まえ、食品廃棄物の廃棄に
係るガイドライン（仮称）をできるだけ速やかにとりまとめ、その活用
促進を図ることとする。（農林水産省と連名） 

 
○ なお、ガイドラインの実効性を確保するため、とりまとめに当たって
は、中小企業等、事業の規模等に応じて活用できるよう、内容を
検討。  

  
（現在、ヒアリングによる実態調査のとりまとめ等を行っているところ。） 

食品廃棄物の転売防止のための措置に関する 
ガイドラインの策定 

（農林水産省と共同） 
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